
学習支援
事業

「就労訓練事業
の推進」事業 その他事業

28 16 20 23 14 5

16 27 24 20 27 38

1 2 1 2 4 2

(A)/(A)+(B)+(C) 62.2% 35.6% 44.4% 51.1% 31.1% 11.1%

(前回との比較） +33.3% +20.0% +20.0% +28.9% +20.0% +8.9%

(A)/(A)+(B) 63.6% 37.2% 45.5% 53.5% 34.1% 11.6%

(前回との比較） -4.8% +0.4% -19.2% 0.9% +4.7% 5.3%

学習支援
事業

「就労訓練事業
の推進」事業 その他事業

254 146 229 287 46 90

567 679 602 537 784 756

35 31 25 32 26 10

(A)/(A)+(B)+(C) 29.7% 17.1% 26.8% 33.5% 5.4% 10.5%

(前回との比較） +13.3% +10.1% +11.8% +13.8% +1.0% +9.7%

(A)/(A)+(B) 30.9% 17.7% 27.6% 34.8% 5.5% 10.6%

(前回との比較） -0.3% +5.2% -1.1% -1.5% -2.6% 8.7%

学習支援
事業

「就労訓練事業
の推進」事業 その他事業

282 162 249 310 60 95

583 706 626 557 811 794

36 33 26 34 30 12

(A)/(A)+(B)+(C) 31.3% 18.0% 27.6% 34.4% 6.7% 10.5%

(前回との比較） +14.3% +10.6% +12.2% +14.5% +1.9% +9.6%

(A)/(A)+(B) 32.6% 18.7% 28.5% 35.8% 6.9% 10.7%

(前回との比較） -0.1% +5.3% -1.5% -1.2% -1.9% 8.6%

実施予定
割合

平成26年12月4日

就労準備
支援事業

家計相談
支援事業

就労準備
支援事業

実施予定
割合

実施予定
割合

(A)実施予定

(B)実施しない

(C)実施未定(未回答)

生活困窮者自立支援法　事業実施意向調査結果概要
（平成26年10月実施分）

（１）都道府県福祉事務所設置自治体（45か所）

（２）市町村福祉事務所設置自治体（856か所）

（３）【（１）+（２）】福祉事務所設置自治体（901か所）

(A)実施予定

(B)実施しない

(C)実施未定(未回答)

任意事業

一時生活
支援事業

家計相談
支援事業

学習支援その他事業

(A)実施予定

(B)実施しない

(C)実施未定(未回答)

任意事業

一時生活
支援事業

学習支援その他事業

任意事業

就労準備
支援事業

一時生活
支援事業

家計相談
支援事業

学習支援その他事業


